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研究成果の概要（和文）：日本政治の全体的な特質を捉えるために、「半議院内閣制」という考え方を参照しつ
つ、その根幹としての国会のあり方とそれを支えている中央－地方にまたがる政党政治のあり方について検討し
てきた。1990年代の政治改革以降、いわゆる「55年体制」に比較した場合、どのような変化が生まれてきたのか
を考察した。
政治改革以降の日本政治は、自民党による一党優位体制への復帰に近いと考えられるような側面と、1年ごとに
首相が交代した上に、政権交代が起こるという新しい傾向との組み合わせである。本研究では、国会政治のあり
方と、それと対になった与党事前審査制度の問題を中心として検討することでこの問題の解明に取り組んだ。

研究成果の概要（英文）：To capture the overall characteristics of Japan's political system, we have 
examined the nature of the National Diet as its core, along with the party politics that support it,
 referencing the concept of a "semi-parliamentary government." We considered the changes that have 
occurred since the political reforms in the 1990s compared to the so-called "1955 system."

Post-reform Japanese politics is a combination of aspects that suggest a return to a single-party 
dominant system under the Liberal Democratic Party, and a new trend of annual changes in prime 
ministers along with changes in government. This study has focused on the nature of parliamentary 
politics and the issues related to the ruling party's prior review system that complements it.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
政治システムの全体について、国会政治と政党政治の関連性を軸として、それがこの30年ほどの間にどのような
機能変化を遂げたのかを分析した。学術的には、特に、「国会政治の変則性」や与党事前審査制の変容などを、
その両者の関係に留意しつつ検討し、それによって政権の安定度に関わる構造的な要因を分析した。
こうした分析は、自公連立政権による安定性が、実は構造的な脆弱性と隣り合わせであり、その結果、「自民一
強体制」に見える局面と、1年ごとに首相が交代する不安定な局面とが半ば併存するような状況になったことを
示している。いわゆる「55年体制」時代とはかなり異なるロジックが組み込まれた面もあるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 1955年から 1993年間で続いた自民党による一党優位体制は、1990年代後半以降のいわゆる
政治改革によってどのように変化したのか、あるいはしなかったのか。小泉政権後の 3 代にわ
たる短命政権ののち、2009年には民主党による政権交代が起こった。しかし他方で、2012年に
政権に復帰した自民党は、安定した安倍政権を維持することができた。これはなぜだったのだろ
うか。 
 つまり、このような一見相反する政治状況はなぜ生じたのか、今後の展望はどのようなものな
のかを検討することが学術上も重要と考えられていた。 
 また、こうした政治構造変化が政治改革とどのように関連していたのかを解き明かすことが、
社会的にも求められていた。 
 
 
２．研究の目的 
 政治制度改革後の日本政治について、政権交代論とその背景にある一党優位制論の掘り下げ
た再検討と「半議院内閣制」という新しい民主主義のモデルを用いた分析を組み合わせることに
よって、その特質を総合的に解明することを目標とした。 
 
 
３．研究の方法 
日本政治の全体的な特質を捉えるために、「半議院内閣制」という考え方を参照しつつ、その
根幹としての国会のあり方とそれを支えている中央－地方にまたがる政党政治のあり方につい
て検討してきた。それを通じて、1990年代の政治改革以降、いわゆる「55年体制」に比較した
場合、どのような変化が生まれてきたのかを考察した。 
政治改革以降の日本政治は、自民党による一党優位体制への復帰に近いと考えられるような
側面と、1年ごとに首相が交代した上に、政権交代が起こるという新しい傾向との組み合わせで
ある。本研究では、国会政治のあり方と、それと対になった与党事前審査制度の問題を中心とし
て検討することでこの問題の解明に取り組んだ。 
「半議院内閣制」という考え方が日本政治にどの程度適用可能なのかは、主として国会におけ
る政府－与党－野党間の関係の構造に関連している。そして、その裏側のメカニズムとして、与
党事前審査制度があり、これらの全体的な関係を理論的に考察し、実証的にそれを再検討する作
業が必要であり、主としてそうした論証に取り組んだ。 
 
 
４．研究成果 
 具体的な研究成果は別にリストアップされた通りであるが、ここでは、本研究において最も重
点をおいて検討された論点について集中的に解説する。 
 国会政治がどのような機能的な特質を持っているのかを考察することは、「半議院内閣制」の
枠組みとの関係、政権交代の有無やパターンを考える上で重要である。日本の国会は、本会議の
極端な縮小や、議員間討論の欠如なども大きな特徴であるが、さらに注目すべきことは、与党の
活動が極めて貧弱で、事実上国会から「退出」したかのような状況にある点である。他方で、国
会プロセスに入る前の段階での与党事前審査制度が極めて大きなウェートを占めている。国会
で多数議席を有しながら、(形式的な手順を踏んで決定は行うが) 国会ではほとんど活動せず、
国会の外側での与党内活動だけに専念するという組み合わせは、日本政治の変則性の重大な 1つ
の側面である。つまり、与党の国会からの「退出」は与党事前審査制度と表裏一体の関係にあり、
当然ながら日本での政党政治の最も大きな特質でもある。 
 次に掲げる図は、1947 年の戦後第 1回目(戦前から通算して第 23 回目)の総選挙から、2014 年
12 月の総選挙(データのカバーの時期としては 2017 年まで)について、国会(衆議院)における与
党議員の発言量の比率を計算し、その推移を示したものである。総選挙から次の総選挙までを集
計の単位とし、本会議とすべての常任委員会における全国会議員の発言を分母、与党議員の発言
を分子としてその比率を算出したものである。折れ線で示されているのは、ベイジアン変化点検
出という手法で、恣意性を排除し、統計学的に最も説明能力の高い状態として、どのような変化
があったと考えられるのかを示したものである。 
 このベイジアン変化点検出が示すことは、戦後の国会での議員の発言活動、とくに与党議員の
ウェートは、1947 年から 2017 年までの期間に 3回の大きな変化があったと捉えられることであ
る。1回目は、戦後の早い段階で、つまり戦後国会の混乱や新しい仕組みの模索を通じてかなり
大きな変化があり、それが一段落したことを(我々はこれを戦後国会の合理化と呼んでいる)示
している。そして第 2 回目の変化は、1955 年の自民党の結成と一党優位体制の構築を契機とし
ている。そして第 3 回目は、1993 年の自民党単独政権の終了と連立政治の時期が始まったこと
に対応していることがわかる。つまり、こうした変化は、戦後の大きな流れの中で自民党による



一党優位体制の形成と持続が国会政治のあり方、与野党とその議員たちの発言パターンに大き
なインパクトを与えたことを表している。 
 しかし、図からわかることは、反直感的である。自民党が過半数議席を維持し続けたいわゆる
55 年体制の時期には、与党の発言量は劇的なまでに減少し、わずか 10%程度のレベルに落ち込
み、それが継続していたからである。他国には類例を見ないこうした事態は、いったいなぜ起こ
ったのだろうか。 
 我々は、これが、戦前の帝国議会期からの制度遺産、特に合意重視の運営規範の存在を出発点
とし、一党優位体制によって政権交代がほぼ完全に消滅したこと、さらに中選挙区制によって自
民党内の凝集性と規律が劇的に低下したことが重なったためであり、そうした状況に適応する
ための与野党間交渉の結果であると分析した。 
 こうした国会政治の状況は、分かりやすい言葉で言えば、議席数に表れていたよりも野党の影
響力が強かったことを意味している。野党には、審議日程への関与の機会、そして実際に政府(与
党)に対してかなりの程度批判する機会が保証されるようになったといえる。 
 これらの結果、自民党は過半数議席を有していたにも係わらず、国会での論争を避け、与党事
前審査に傾注するようになった。(これらの分析は、国際的ジャーナルへの投稿中である。) 

 

 以上のように、日本政治の全体的な仕組み、特にその国会に関わるメカニズムは、戦後の一党
優位体制の下で構築された面が大きい。我々は、こうした分析をベースとして、政治改革が何を
変え、何を変えなかったのかを検討してきた。暫定的な考察としては、選挙制度の変更は政権交
代に向けた圧力を強めたこと、橋本行革とそののちの公務員制度改革の結果、政官関係に大きな
変化が生じ、いわゆる「官邸主導」の流れが強まったことを確認できる。しかし他方で、国会の
仕組みやルールはほとんど変化しておらず、野党が一定の存在感と影響力を保持する仕組みが
継続しているといえる。全体としての日本政治の構造は、大きく変化した部分を持ちながら、特
に国会政治の部分では変化していない。こうしたハイブリッドな状態が、当初の問題設定におけ
る安定と不安定の併存状態をもたらしていたと考えられるようである。 
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